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平成２９年度第２回流山市中小企業資金融資運営委員会 会議録 
 
■日時：平成３０年１月１７日（水）１０時３０分から１２時００分 

■場所：庁議室 

■出席委員：流山商工会議所専務理事 上坂 操 

（敬称略） 千葉銀行流山支店長   豐田 浩司 

流山商工会議所常議員  小山 忠士 

市民代表  青木 俊雄 

市民代表  中 政之 

■事務局：流山市役所 経済振興部 次長兼商工振興課長 渋谷 俊之 

     流山市役所 経済振興部 商工振興課 課長補佐兼商工活性係長 柳 浩樹 

     流山市役所 経済振興部 商工振興課 商工活性係 主任主事  房野 恭子 

     流山市役所 経済振興部 商工振興課 商工活性係 事務員   金子 知樹 

■傍聴人：なし 

■議題： 

１ 開会 
２ 委員長あいさつ 
３ 報告事項 
（１） 平成２９年度融資実績について 
（２） 平成３０年度貸付利率等について 
４ その他 
（１） 利子補給事務の手続きについて 
（２） 最新の金融情勢等について 
     豐田委員（千葉銀行流山支店長）からの説明 
５ 閉会  
 
■議事録： 

１ 開会 
（渋谷次長よりあいさつ。資料の確認。） 
２ 委員長あいさつ 
（上坂委員長よりあいさつ。開会宣言。） 
３ 報告事項 
（１）平成２９年度融資実績について 
（事務局より説明） 
委 員：資料１の２ページにおいて、創業支援資金の申請がありましたが、業種等をなに

か。 

 
事務局：業種は障害児童の発達支援事業であった。資金使途は創業に伴う諸経費支払資金

である。 
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委 員：資料１の３ページにおいて、金融機関別貸付状況について、千葉興業銀行南流山

支店の融資実行金額の内訳、種類を聞きたい。１件あたりの融資金額が大きけれ

ば、南流山地域では商業施設等の活性化がみられるのか。 
 
事務局：３件５５,０００千円の内、２件３４，０００千円が運転資金、業種は工業機械刃

物の製造販売業、建設機械販売業、１件２１,０００千円が設備資金、業種はプラ
スチックフィルム等加工業となっている。設備資金については、保有している加

工機械の内、稼働率の低い機械の入替資金となっている。 
 
委 員：資料１の２ページにおいて、新規大型店舗対策資金について実績が無い理由は何

があるか。 
 
事務局：以前流山市において、大型店舗が建設された際に、設定した制度融資である。現

在では、ネット販売事業が盛んであり、新たに実店舗として大型店舗が建設され

ることが少ないことが理由であると思われる。 
 
委 員：資料１の４ページにおいて、融資枠に対する運用率の推移で、年々減少傾向であ

るが、市としての体制はどうか。 
 
事務局：市では、金融機関からの申請に基づき融資決定通知を発行している。 
 
（２）平成３０年度貸付利率等について 
（事務局より説明）  

 
 
４ その他 
 
（１）最新の金融情勢等について  
委員（千葉銀行流山支店長）からの説明 

 
【国内景気全体】 
７月から９月の実質ＧＤＰ成長率二次速報はプラス０．６％、年率換算２．５％である。

一時速報は０．３％であったが、上方改定された。７四半期連続プラスの成長である。 
需要項目別にみると、輸出の増加を背景に外需の企業が大幅プラスになった。このこと

が成長率を上げた要因である。外需が景気を牽引する形が鮮明になった。 
一方、国内需要にも底固さがある。製造業の国内向出荷は、建設材を中心にゆるやかに

増加している。 
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【企業部門】 
堅調に推移しており、輸出や生産の増加を受けて、企業収益が過去最高を記録している。

設備投資も増加基調を持続している。 
 

【家計部門】 
７月から９月の個人消費は７四半期ぶりに減少している。夏場の天候不順、サービス商

品等の下押しにも左右された。１１月の失業率は２．７％となっており、１９９３年１１

月以来の低水準となっている。有効求人倍率も１．５６倍となっており、１９７４年１月

以来の高水準となっている。来年にむけて、賃金上昇圧力が強まっていけば、消費も増加

していく可能性がある。 
 

【公共投資】 
公共投資は昨年末に設置した経済対策が一巡しつつある状況である。 

 
【日銀短観】 
 １２月に日銀が発表した日銀短観については、大企業製造業の業況判断指数は２５ポイ

ント増加し、１１年ぶりの高水準となっている。大企業非製造業は２３ポイントの増加と

なっており、前回と同じ水準である。中小企業製造業は１５ポイントの増加、５ポイント

の改善となっている。中小企業非製造業は９ポイントの増加、１ポイントの改善となって

いる。このことから、全体的に改善している。しかしながら、先行きについては人手不足

や資源価格の高騰により慎重な見方が多い。 
総じて、景気は回復基調であり、企業部門は生産拡大基調である。設備投資も増加基調

であるが、先行きは慎重な見方である。家計部門は堅調な企業収益、人手不足を背景に良

好な環境である。個人消費は期待よりは遅れているが、緩やかに回復している。 
 
【金利】 
 長期金利について、日銀の金融緩和施策の導入により、１年半前はマイナス０．３％で

あった。その後イールドカーブコントロールにより、０から０．１％で金利操作すること

を継続している。１月１６日では０．０８％となっている。日銀は長期金利上昇をけん制

して０．１％を上限としているので、多少上下があっても上限はこのままであると思われ

る。 
 
【物価】 
 ２％の増加を目標としているが、目標達成が見込めるのは２０１９年頃と先送りしてい

る状況である。現状は生鮮食品を除く消費者物価指数は０．９％となっている。エネルギ

ー関連の上昇が影響して、上昇している。 
 
【相場】 
 以前はイギリスのＥＵ離脱問題があり、為替は１ドル１００円を切り、日経平均株価は



4 
 

１万５千円を切っていた。直近（平成３０年１月１６日）では、為替は１ドル１１０円付

近、日経平均株価は円安や日米景気が好感され、２３，９００円まで上昇している。景気

は良い、企業業績も良い、アメリカの政策も好感され、良い環境となっている。今後の見

通しはたてづらいが、北朝鮮のミサイル、核問題が懸念される。他、突発的な要因として

アメリカの政策等注視していく必要がある。 
  
※最後に事務局から事務連絡の後、閉会。 

以上 
 


